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脱炭素加速によりエネルギー安保の強化を目指す欧州 
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経済調査部 上席研究員 篠原令子 

 

主要先進国は近年、脱炭素化を実現するために、化石燃料への依存低下に取り組んで

きた。特に 2021 年は COP26（第 26回気候変動枠組条約締約国会議）に向けて、脱炭素

の動きが加速した感があった。しかし、2022年 2月のロシアによるウクライナ侵攻（以

下、ウクライナ危機）を受けて、エネルギー安全保障の重要性が改めて認識されること

となり、主要先進国は脱炭素およびエネルギー政策の見直しを余儀なくされた。ロシア

依存度が高い欧州は多くの政策を発表しているが、エネルギーの安定供給を大前提とし

つつ、ロシアの化石燃料への依存から脱却するために、脱炭素化への取り組みを更に加

速させる方向にある。 

欧州連合（EU）は 5 月、脱ロシア依存とグリーン社会への移行を加速する計画

「REPowerEU」の詳細を発表し、エネルギー供給の多様化やクリーンエネルギーへの移

行の加速等について、今冬までの「短期的対応」と 2027 年までの「中期的対応」に関

する具体策を示した。EUは 2030年 GHG排出削減目標（▲55％）の達成に向けた政策

パッケージ「Fit for 55」を 2021年に発表しているが、「REPowerEU」では、2030 年の再

エネ比率とエネルギー効率化に関する EU全体としての目標を「Fit for 55」から引き上

げた。2030 年までに想定される追加投資額（3,000 億ユーロ）のうち最大は「太陽光・

風力発電」（860 億ユーロ）であり、再エネの拡大を柱として脱炭素化を加速させる方針

である。報道によれば、EUは 2030年目標の引き上げを計画している1。 

また、7月に発表した「ガス需要削減計画」では、加盟国に対してガス消費 15％削減

を要請したが、各国のガス依存度等の違いを考慮し、多くの例外規定を設ける形で合意

する結果となった。EU はロシア産の原油禁輸を巡っても、一部の国に配慮してパイプ

ライン経由の原油は一時的に適用除外としており、ウクライナ危機を契機に加盟国間の

エネルギー事情の違いが浮き彫りになった。 

ドイツは EUの中でもロシア依存度が高く、ロシアからの天然ガス供給が断続的に停

止される等、状況は深刻である。このため、足元のエネルギー供給の確保に努めながら、

 
1「ＥＵ、温室効果ガス削減目標の引き上げ計画」、2022 年 9 月 20 日、ロイター

（https://jp.reuters.com/article/climate-change-eu-idJPKBN2QK1OC） 
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脱ロシア依存と脱炭素化の実現に向けて、多くの取り組みを発表している。2030 年の

再エネ比率の目標引き上げ（65％→80％以上）を盛り込んだ再エネ拡大に関する改正法

案とエネルギー安定供給の予防措置強化に向けた法案パッケージが 7 月に成立したほ

か、エネルギー安全保障法の改正、ガス需要抑制策、ガス貯蔵の義務化、LNG基地の新

設（これまで LNG 基地を保有していない）等、多くの対策を発表・実施している。ま

た、ドイツは、東日本大震災の影響を踏まえて、原子力発電所を 2022 年末までに段階

的に廃止すると 2011 年に決定したが、足元のエネルギー供給の確保が迫られる中、稼

働延長を巡る議論が続いた。政府は 9 月 5日、ストレステストの結果を踏まえて、原子

力発電所の一部を 2023 年 4 月まで緊急時の予備電源として稼働させると決定した。原

子力発電所の廃止方針は変わらないとしている。 

英国は、ドイツに比べてエネルギー自給率が高く、ロシア依存度は低いが、世界的な

エネルギー価格高騰への対応として、4月に新たな「エネルギー安全保障戦略」を発表

した。短期的には国内の石油・ガス生産を支援しながら、再エネ、原子力、水素の導入

を加速し、ロシア産化石燃料への依存度を低下させて、クリーンで安価な国産エネルギ

ーへの転換を図る計画である。洋上風力や太陽光発電の増強や原子炉の新設等のほか、

「英国産のヒートポンプ製造の拡大」も盛り込まれる等、エネルギーや関連製品の国産

化を進める方向にある。こうした国産化によるエネルギー安全保障の強化は米国でもみ

られ、米国政府は 6月に「国防生産法」を発動し、クリーンエネルギー製品の米国内生

産を加速する方針を打ち出している。 

ドイツも英国も、足元のエネルギー供給の確保のために、短期的には石炭火力発電所

の期限付きの稼働延長で対応せざるを得ない状況にあるものの、石炭火力発電の廃止方

針や中期的な脱炭素目標は変わらず、むしろ再エネの更なる拡大により脱炭素化の実現

の前倒しを目指している。 

わが国は、ウクライナ危機以降のエネルギー供給不安に加え、日本固有の問題である

電力需給の逼迫も課題となっており、対応が迫られている。5月発表の「クリーンエネ

ルギー戦略中間報告」は、エネルギー安全保障を確保した上で脱炭素の取り組みを加速

し、炭素中立型社会の実現を目指している。また、8月の GX会議では、再エネの最大

限の導入や原子力発電所の再稼働等の検討が示され、今後、原子力発電の安全性確保を

どのように進めていくのかが大きな課題である。次回以降、GXの前倒し・加速に向け

た産業構造転換とグローバル戦略を議論する予定としているが、ウクライナ危機と欧州

の対応等を踏まえ、脱炭素加速に向けた政策をどれだけ具体化できるかが問われよう。 
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